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（百万円） （%）全体売上の 66.3% が
ストック売上

25年9月末現在

■ ストック売上　　■ ストック比率■ 売上の推移

オ フ ィ ス と 生 活 に、 新 た な 未 来 を。

証券コード：2763

OUR SHAREHOLDERS 

ONLY FREE

第41期 上半期報告書
2025年4月1日から2025年9月30日まで

ストック売上比率は66.3％ 
前年同期の特殊要因を除外すると、利益は安定的に推移 
電力請求額の影響により売上収益は前年を下回った一方、
営業利益は電力調達価格が前年並みに推移し安定 
ストック収益は安定利益
法人ソリューション事業のストック収益は増加傾向 

● 売上収益は電力請求額の減少により減収傾向
● 営業利益は電力調達価格が前年並みに推移し安定
　（前年同期は子会社の支配喪失に伴う利得を含む。前々期との比較では微減）

● ストック収益は前年同期比で微減も安定した利益

連結業績（2026年３月期 上半期）

ストック売上比率は中長期に亘って高水準をキープ
当社ではストック収益の拡大を継続して推し進める中、小売電力

サービスの自社ブランド「エフエネでんき」は多くのお客様にご利
用いただき、ネットワークインフラ事業単独では営業利益率が改善
しています。また光回線自社ブランド「ひかり速トク」、節水装置

「JET」等も堅調な推移を示し、順調にストック収益に貢献しています。
これにより、業績のボラティリティを最小限の範囲にとどめることが
できています。一方で長年培った情報通信機器販売を中心とした
法人ソリューション事業も安定した収益を確保できております。
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　当社は株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置付け、配当は各期の業績の
進捗を考慮し決定することを方針としています。2026年３月期の中間配当につきましては、前期同様の１株
につき20円を配当させていただきました。なお、期末配当金につきましては現在未定となります。

■ 株主還元に
ついて
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自己株式の取得実施履歴
決議 取得株式数 取得金額

2016年 2月 400,000株 ２億６２百万円
2016年 5月 753,700株 ５億９９百万円
2016年 8月 720,000株 ５億５９百万円
2018年 6月 507,800株 ７億９９百万円
2018年11月 250,000株 3億86百万円
2019年 6月 500,000株 ７億40百万円
2019年11月 600,000株 7億79百万円
2020年 8月 440,000株 6億22百万円

2022年 5月・11月 596,900株 5億99百万円
2023年 8月 400,900株 4億99百万円
2024年 8月 425,200株 4億99百万円

2024年8月の決議に基づき、2025年2月に取得株数42万5,200株、取得額4億9,993万円の
自己株式取得が終了。※期末未定

■ 上半期末　■ 期末　■ 増配1株当たり配当金（円）

FINANCIAL HIGHLIGHTS
決算ハイライト

■ 2026年3月期上半期決算のポイント

　2026年3月期の連結業績予想として、売上収益309億円、営
業利益73億円、親会社の所有者に帰属する当期利益48億円を
計画しています。電力販売額の減少を保守的に見込み、売上収
益、営業利益ともに減少し、法人ソリューション事業は堅調に推
移する見込みです。第２四半期時点の進捗はほぼ予定通りです。

2026年3月期 通期業績予想（IFRS）

ネットワークインフラ事業では、光回線自社ブランド「ひかり速
トク」・節水装置「J E T」等が安定した収益源となっているものの、
小売電力サービスにおいては、電力原価が低水準で推移した一
方で、販売単価の下落傾向が続きました。その結果、同事業は前
年同期比15.9％の減収、同5.3％の減益となりました。

法人ソリューション事業では、法人向け光回線サービスの「ＦＴ
光」や会員制サポートサービスの「Ｆプレミアム」、法人向けＤＸ（デ

ジタルトランスフォーメーション）化支援サービス等のストック
サービスの拡充に注力したのもの、同事業は前年同期比3.2％の
減収、同51.4％の減益となりました。（前年同期のセグメント利
益には、株式会社ジャパンＴＳＳの支配喪失による利得が含まれて
います）

当社としては引き続き、ストック収益の拡大に努めながらショッ
ト収益の再拡大を図り、業績向上へとつなげてまいります。

売上収益 30,900 百万円 　

営業利益 7,300 百万円

親会社の所有者に
帰属する当期利益 4,800 百万円

（前期比10.8%減）

（前期比21.4%減）

（前期比27.4%減）

34,625

2026年
3月期
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36,480
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7,694

2025年
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5,6055,605
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3,9833,983
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7,705
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5,5965,596
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3月期

3,9913,991

6,613

2026年
3月期

2,6742,674

5,284

2024年
3月期

2,7232,723

2025年
3月期

3,9623,962

売上収益 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益（百万円）（百万円） （百万円） （百万円）

■ 中間期　■ 通期 ■ 中間期　■ 通期 ■ 中間期　■ 通期 ■ 中間期　■ 通期
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2024年3月期2Q実績

6,192

12,037

2025年3月期2Q実績

6,118

11,605

2026年3月期2Q実績

5,366

10,549

● ��小売電力サービスは、電力原価が低水準で推移したことで請求額が減少し
減収も、営業利益率は改善

● 光回線自社ブランド「ひかり速トク」、節水装置「JET」等も安定的に寄与

● UTM・ファイルサーバ・情報通信機器の販売は引き続き安定
● �法人向け光回線サービスの「FT光」や、会員制サポートサービス「Fプレミア

ム」、法人向けDX化支援サービス等のストックサービス拡充に引き続き注力

ストックサービスの売上割合が全体の66.3％

その他の事業

法人ソリューション事業

インフラ事業

環境事業

法人ソリューション事業

その他事業その他事業

ネットワークインフラ事業ネットワークインフラ事業

■ 当社グループのご紹介

オフィスと生活を支える様々な商品・サービスをワンストップで提供
　当社グループは、当社及びグループ会社11社から構成されます。安定した収益源となる「法人ソリューション事業」を中心に、小売電
力サービスや回線サービス、節水装置レンタル販売のストック事業の「ネットワークインフラ事業」で構成され、全体的に安定した収益構
造となっております。

開発事業、WEBサービス・ポイント事業

NTT東日本業務委託事業

パートナー支援事業

蓄電池販売

節水装置販売

ウォーターサーバー販売

回線サービス

回線サービス、ISP販売

小売電力サービス

■ ショット・ストック売上実績
■ ストック売上　■ ショット売上

（百万円）
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〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目13番6号
TEL：03-5847-2777　FAX：03-5847-2766

会社情報  （2025年9月30日現在）

（注） 持株比率は自己株式（613,073株）を控除して計算しております。

ネットワーク
全国にネットワークを構え、
グループ全体の持続的な成長を
目指しています。

●営業・保守サービス委託先
●フランチャイズ店

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年3月31日まで

受領株主確定日 期末配当金：3月31日　
中間配当金：9月30日

定時株主総会 毎決算期の翌日から3か月以内
株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社

お手続き
お問い合わせ先

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
フリーダイヤル：0120-288-324

（土・日・祝日を除く9：00〜17：00）

お取扱店 みずほ信託銀行株式会社 
本店及び全国各支店（トラストラウンジ除く）

上場証券取引所 東京証券取引所スタンダード市場

公告の方法
電子公告により行う。
公告掲載URL　https://www.ftgroup.co.jp/

（ただし、電子公告を行うことができない事故、その他のやむを得な
い事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）
株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、口座を開設されてい
る証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（みずほ信託銀行）ではお取り
扱いできませんのでご注意ください。なお、未払配当金につきましては、みずほ銀行及
びみずほ信託銀行の本支店でお支払いたします。

会社概要

会社名 株式会社エフティグループ

設立 1985（昭和60）年8月１日

資本金 1,344百万円

本社所在地 〒103-0014　
東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目13番6号

従業員数 85名
（注）従業員数は、臨時従業員5名を含んでいます。

役員

株式の状況

発行可能株式総数 46,000,000 株

発行済株式総数 30,342,268 株

株主数 6,694名

大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株式会社光通信 17,706,100 59.56

株式会社ＨＣＭＡアルファ 3,870,200 13.02

村田機械株式会社 496,200 1.67

根岸　欣司 407,700 1.37

平﨑　敏之 338,200 1.14

所有者別株式分布状況

外国人（1,276,780株）4.20%証券会社（279,473株）0.92%

自己名義株式（613,073株）2.02%金融機関（69,200株）0.23%

その他国内法人
（22,451,850株）74.00%

個人・その他
（5,651,892株）

18.63%

代表取締役社長 小林　亮二 

取 締 役 鮑　　俊

取締役監査等委員 大嶋　敏也

取締役監査等委員 小形　聰

取締役監査等委員 山下　幸一郎

010_0737901602512.indd   5010_0737901602512.indd   5 2025/11/28   18:11:082025/11/28   18:11:08


